
（様式７） 公共事業継続箇所評価調書

評価確定日（平成１６年 ８月３０日）

Ｈ１６－農－継－１４ 国庫補助 ・ 県単独事業コード 区 分

地域水産物供給基盤整備事業（一般） 農林水産部事 業 名 部 局 名

水産基盤整備事業【漁港漁場整備】 水産漁港課 漁港漁村整備班（tel)１８９１事 業 種 別 課 室 班 名

道川漁港 遠 藤 実路 線 名 等 担当課長名

岩城町道川 主幹兼班長 小玉 易五郎箇 所 名 担 当 者 名

Ｎ 豊かな自然と調和した個性あふれる農林水産業の振興政策コード 政 策 名
総合計画と

７ 資源を守り生かす漁業の推進の関連 施策コード 施 策 名

２ 漁業生産基盤の計画的整備目標コード 施策目標名

１．事業の概要

Ｈ１４～ Ｈ２３（１０年） ５３ 億円 ５０％事 業 期 間 総事業費 国庫補助率

護岸68m、護岸上部工229m、南防波堤195m、中央突堤上部工70m、中央護岸上部工42.1m、南突堤40m事 業 規 模
防波堤260m、取付護岸30m、船揚場50m、-2.5m物揚場100m、防暑･防風施設100m、用地(埋立)7,130㎡
臨港道路259m

○ 本地区の漁業形態は、刺し網、小型定置網、釣り漁業が主体であるが、砂浜海岸であることから
漁港はなく、冬季風浪などの厳しい自然条件により出漁が制限されるなど、漁業生産基盤の条件は事業の立案
劣悪なものであった。このような状況を解消するため、昭和６１年に漁港の指定を受け、平成元年に至る背景
から漂砂対策を考慮した島式漁港の建設に着手し、防波堤や護岸の整備を行っている。
○ 平成１３年度に「漁港法」が「漁港漁場整備法」に改正され、国では平成１４年３月に「漁港漁
場整備長期計画 （Ｈ１４～Ｈ２３）を策定している。本漁港においては、安全かつ円滑な漁業生」
産活動が可能となる新たな整備計画を策定し、漁港及び漁場の整備を推進している。

○ つくり育てる漁業の推進：魚礁漁場の整備、泊地における中間育成
○ 漁業活動の安全性及び就業環境の向上：出漁日数の増加、漁業生産コストの削減事 業 目 的
○ 地域活性化への支援：海洋性レクリエーションに対応した漁港づくり

（単位：千円）
全 体 Ｈ１５年度迄 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ18年度以降

事 業 費 5,323,000 1,220,000 424,000 350,000 3,329,000
経 工 事 費 5,135,400 1,181,740 407,110 335,800 3,210,750
費 用 補 費
内 そ の 他 187,600 38,260 16,890 14,200 118,250事業費内訳
訳
財 国庫補助 2,661,500 610,000 212,000 175,000 1,664,500事 業 内 容
源 県 債 1,916,000 439,000 152,000 126,000 1,199,000
内 そ の 他 532,300 122,000 42,400 35,000 332,900
訳 一般財源 213,200 49,000 17,600 14,000 132,600

護岸･南防波堤 護岸､南防波堤 北護岸､南防波 北防波堤
事 業 内 容 上部･中央突堤 堤､中央突堤、 防暑･防風施設突堤･船物揚場

用地整備 臨港道路､係留係留詳細設計

○ 外郭施設については、一部親水機能を備えていることから、今後利用者の事故防止のため安全管事業推進上
理対策について充分検討する必要がある。の課題

○ 総合計画における施策「資源を守り生かす漁業の推進」を支援する事業。上位計画で
○ 漁港漁場整備長期計画（H14.3.26閣議決定）の実施目標「水産物供給体制の整備・漁場環境の保の位置付け
全創造・漁村の総合的な振興」に基づく事業。

○ 先導的地域活性化プロジェクト【島式漁港周辺公園整備 （H10.3.16知事決定）関連プロジ 】
○ ふれあい漁港漁村整備計画（H6.3.25水産庁長官認定）ェクト等

○ 本漁港は現在県管理港として実施しているが、平成１９年度から町に移管する。事業を取り
○ 平成１４年４月に県内９海面漁協が合併し「秋田県漁業協同組合」が発足しており、経営基盤の巻く情勢の
強化を図っている。変化

指標名 本漁港の漁獲量 データ等事業効果把
指標の種類 ● 成果指標 ● 業績指標 の出典 平成１４年港勢調査握の手法
指標式 漁業収入 漁獲量
目標値ａ ３１０ｔ 把握の
実績値ｂ （５４ｔ ） 時期 Ｈ１６年３月
達成率ｂ／ａ （１７％）



（ 道 川 地 区 ）

前回評価結 ● 選定または継続 ● 改善 ● 見直し ● 保留または中止・終了
果等

①指摘事項

②指摘事項への対応

２．所管課の自己評価

観 点 評価の内容（特記事項） 評価点

点○ 漁港の種類及び事業内容から 「水産物供給基盤整備事業等実施要領」に規定する、
「地域水産物供給基盤整備事業」の他に事業採択要件を満たす国庫補助事業はない。
○ 「道の駅（岩城）島式漁港公園岩城アイランドパーク」の核となる道川漁港の早期 １４必 要 性
供用開始について、漁業関係者のみならず岩城町・地元商工観光関係者から強く要望
されている。
○ 当該漁港は、県管理漁港であり県が事業実施するのは妥当である。

点○ 現時点では本漁港を利用することが出来ないため、早急に用地及び係留施設を整備
する必要がある。
○ 「先導的地域活性化プロジェクト」の主要事業がほぼ完了したことから、島式漁港 ２０緊 急 性
公園の核となる漁港整備を促進し 「海に親しむ場」を県民に提供する必要がある。、

点○ 整備の実現により、出漁日数が大幅に増加し、漁業生産コストの削減などによる地
域沿岸漁業の振興はもとより、都市住民との交流拠点とした海洋性レクリエーション
の振興にも寄与し、地域活性化におおいに貢献するものである。 ２５有 効 性
○ 漁港の早期供用開始により、現在の砂浜での漁船の揚げ降ろしなどの重労働が解消
され、漁業活動の安全と軽労化が期待できる。

点○ 事業費用便益比は１．０２であり効率性は高い。
・総費用の現在の価値 １８２億円（関連事業含む）
・総便益の現在の価値 １８５億円（ 〃 ） １８効 率 性

○ 用地整備に当たり、港内から採取した砂を流用し、コスト縮減を図っている。

点○ 「道川漁港水産基盤整備等連絡協議会」が平成１３年７月に設立されており、漁港
の整備を中心とした本地区の各種施策について、総合的な連絡調整をおこなっている｡
○ 事業の進捗状況は３１％であり、当初計画どおりに推移している。 １３熟 度

判 定 ●ランク （ Ⅰ Ⅱ Ⅲ ） 点

県管理港であり 「資源を守り生かす漁業の推進」及び「海に親しむ場の提供」等 ９０、
事業効果が有効に発現できるものであり、引き続き実施すべきである。

総合評価 ● 継続 ● 改善して継続 ● 見直し ● 中止 ●終了

事業継続は妥当である。

３．評価結果の当該事業への反映状況等（対応方針）

当該事業の施工に当たっては、整備計画を踏まえ、着実に推進するとともにコスト縮減に留意する。

４．公共事業評価専門委員会意見

県の評価および対応方針を可とする。



別表７（６） 公共事業箇所評価基準

評価種別 　　継 続 箇 所 事業コード　（Ｈ１６－農－継－１４） 箇所名　（　道　川　　）

適用事業名 漁港漁場整備事業（漁港整備）

１．評価内訳
観　点 　評価項目　　細別 評価基準 配　点 評価点 摘　　要
必要性 事業の必要性

県民のニーズ 一般県民を対象とした調査でニーズが高い 5
一般県民を対象とした調査でニーズを把握 3
一般県民を対象とした調査を行っていない 1

社会経済状況変化による需要変化 増大している 5
特に変化ない 3
低下している 1

事業の進歩状況
事業実施の進歩度合 計画より進歩している（１００％超） 5

概ね計画通りの進歩（９０～１００％以下） 3
計画より遅れている（９０％未満） 1

今後の進歩見込み 課題は解決済みで順調な進歩が見込まれる 5
将来的な課題はあるが当面進歩に影響がない 3
課題解決の見込みが無く事業が停滞する 1

計 20 14
緊急性 漁業活動における支障

現況の港内静穏度 所用安全波高の２倍以上で事故の危険がある 5
所用安全波高より高く出漁・係船に支障がある 3
所用安全波高を満たしている 1

現況の漁港施設状況 老朽化又は機能不全のため施設利用ができない 5
老朽化又は機能不全のため利用上支障がある 3
特に施設利用上の支障はない 1

事業未実施の影響 事業効果や効率性、周辺への影響等が大きい 5
事業効果や効率性、周辺への影響等は小さい 1

他事業との関連 関連する他事業との調整で緊急性が高い 5
関連する他事業との調整で緊急性は低い 1

計 20 20
有効性 今後の具体的有効性見込み

水産物属地陸揚げ量の増加 陸揚げ量の増加が推計される 5
陸揚げ量は増加しないと推計される 0

漁業の生産性 生産コストが縮減する 5
生産コストは縮減しない 0

漁業活動の安全性 漁業活動の安全性が高まる 3
漁業活動の安全性は高まらない 0

漁業就業環境 就業環境が良化する 2
就業環境は良化しない 0

上位計画への貢献度
あきた２１総合計画 施策目標の中核事業であり貢献度が高い 5

施策目標に間接的に貢献する 3
施策目標とは別のその他関連事業である 1

市町村合併関連 市町村合併の推進に貢献する 5
市町村合併の推進には特に影響しない 0

計 25 25
効率性 事業の投資効果

費用対効果 Ｂ／Ｃ＝１．１以上 5
Ｂ／Ｃ＝１．１未満 3

事業実施コストの縮減
コスト縮減計画の実施状況 実施している、又は今後実施する予定 5

実施していない 0
当初計画との比較
当初計画事業費からの増減 当初計画事業費以内 5

１０％以内の増加 3
１０％以上の増加 1

今後の具体的効率性見込み
出漁日数の増加 出漁日数の増加が推計される 3

出漁日数は増加しないと推計される 0
作業時間の短縮 漁業作業時間が短縮する 2

漁業作業時間は短縮しない 0
計 20 18

熟　 度 事業の推進
事業の推進体制 協議回答の推進体制が設立済み 5

推進体制の設立準備中 3
推進体制設立の予定なし 1

将来の維持管理
維持管理体制 管理者・受託者が確定済み 5 県管理漁港である。

協議中であるが合意見込み 3
未定である 1

環境との調和への配慮状況
環境保全への配慮 十分に配慮されている 5

配慮について検討している 3
特に配慮はない 0

計 15 13
合　　計 100 90

２． 判　 定

ランク 判定内容 配　　点 合計点 摘　　要

Ⅰ 優先度がかなり高い ８０点以上

Ⅱ 優先度が高い ６０点以上～８０点未満

Ⅲ 優先度が低い ６０点未満
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